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御   挨   拶

会 長 稲 野 和 利

この度、一般社団法人第二種金融商品取引業協会（以下「本協会」という。）

では、平成 25年度の事業報告書を取りまとめましたので、ここに御報告します。

本協会の名称でもある「第二種金融商品取引業」とは、金融商品取引法に規

定されている様々な金融商品取引業務の一部の業務であります。本協会では、

このうち、いわゆる自己募集業及びみなし有価証券の売買等業務について、自

主規制的機能及び業界の市場振興的機能を担う団体として、平成 23 年 6 月 30

日付で、金融庁より、認定金融商品取引業協会としての認定をいただき、今年

度がその第四期目でした。今年度は、正会員の増加に向けた取組み、研修の実

施及び自己点検報告書制度の実施などの施策を中心に取り組んで参りました。

今後も、第二種金融商品取引業は、他の金融商品取引業と同様に、我が国経

済の様々な分野において、投資者と企業・事業者との間の資産活用・資金調達

を結びつける重要な役割を担っており、取引全体の健全な発展が望まれており

ます。また、第二種金融商品取引業者の業務運営につきましても、業界の規律

の確立を図り法令違反などの違法行為を未然に防止するためには、法令遵守や

投資者保護の意識をより一層徹底することが極めて重要と考えております。

こうした中、今般、金融商品取引法の一部改正法案が成立しましたが、第二

種金融商品取引業につきましては、第一種金融商品取引業及び投資運用業と同

様に、自主規制機関への加入をしない場合、協会規則に準じた社内規則の作成

及び社内規則遵守の体制整備が求められることとなりました。

本協会では、今回の改正を受けて、第二種金融商品取引業の自主規制機関と

しての責務を一層深く認識し、広く投資家の期待に応えられるよう、鋭意、努

力して参る所存であります。今後とも、本協会の活動に対しまして、皆様のご

理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。
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Ⅰ．平成 25 年度事業活動の概要

１．正会員の増加に向けた取組み

正会員の増加に向けた取組みとして、平成 25 年 8月、第二種金融商品取

引業者（正会員及び投信委託会社などを除く。）に対して、本協会の事業報

告書、パンフレット及びアンケートなどの入会勧誘に関する通知を発出し

た。

平成 26年 3月には、関東財務局主催で第二種金融商品取引業者向けの説

明会が開催され、監督行政の現状等、検査の現状等について説明が行われ

た。本協会からも、協会業務の内容及び今後の取組み並びに入会案内につ

いて、説明を行った。

併せて、本協会では、個別に、第二種金融商品取引業者を訪問して説明

等を行い、入会勧奨を行った。今年度は、1社の新規入会となった。

２．正会員に対する研修制度の実施について

本協会の自主規制規則「第二種業内部管理統括責任者等に関する規則」

では、第二種業内部管理統括責任者に対しては、本協会所定の研修の受講

を義務付けるとともに、一定の者に対する免除措置を講ずること、また、

第二種業営業責任者及び第二種業内部管理責任者に対しては、所定の社内

研修の受講を義務付けるとともに、本協会の実施する研修を受講した場合

には、当該社内研修の受講の義務付けを免除すること、と規定されている。

このため、今年度は、以下のとおりの研修をそれぞれ実施した。

また、正会員向けの研修用テキストとして、第二種金融商品取引業に関

する法令・諸規則を基本とする実務必携を作成し、正会員に配付した。

① 平成 25年 7月 22 日

第二種金融商品取引業者の行為規制及び利益相反取引の管理に関す

る実務研修（代替研修）

② 平成 25年 12 月 10 日

米国の外国口座税務コンプライアンス法（FATCA）への対応に関する

研修（任意研修）
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③ 平成 25年 12 月 18 日

金融商品取引からの反社会的勢力排除実務についての研修（任意研

修）

④ 平成 26年 3月 26 日

第二種業内部管理統括責任者に求められる役割と内部管理態勢の整

備についての研修（義務研修）

３．自己点検報告書制度の実施

正会員が、法令等及び自主規制規則の遵守並びに投資者保護の重要性を

より一層認識し、自主的に社内体制・態勢の状況を点検することにより、

法令等の違反の未然防止及び投資者保護意識の一層の向上を図るため、「自

己点検報告書」を作成し、平成 25 年 11 月 22 日付で、「自己点検報告書」

制度を実施した（平成 26 年 5 月 29 日付で、正会員に対して、集計結果の

フィードバックを行った。）。

４．広報活動への取組み

本協会のＨＰを通じて、主に一般投資者向けに、ファンドに対する商品

知識の普及・啓発等を行うための具体策を推進しているところである。

本年度は、以下の内容についてＨＰ上で掲載した（現在も掲載中。）。

・ 「米国外国口座税務コンプライアンス法（FATCA）の第二種業者への適用

に関するＱ＆Ａ」

・ 「入会のご案内」

５．投資型クラウドファンディングへの対応

本協会では、政府の日本再興戦略（平成 25 年 6 月 14 日閣議決定）を受

けて金融審議会におけるクラウドファンディング等を通じた資金調達の枠
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組みの検討に適切に対応するため、平成 25 年 7 月 23 日付けで「投資型ク

ラウド・ファンディングに関する検討会合」を設置した。同検討会合では、

合計 5 回の審議を行い、委員及び外部有識者からのプレゼンテーションを

受けて、平成 26 年 1 月 28 日に報告書を取りまとめ、理事会に報告を行っ

た。

６．あっせん・苦情相談に関する事項

本協会では、正会員の行う自己募集その他の取引等に関する投資者から

の苦情の解決業務及び正会員の行う自己募集その他の取引等に争いがある

場合のあっせん業務を、特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談

センター（FINMAC）に業務委託しているところである。

このため、本年度における自己募集その他の取引等に関する新規のあっ

せんの申立て及び苦情相談の受付はＦＩＮＭＡＣにおいて処理されている。

本年度における正会員の自己募集その他の取引等に関するあっせん・苦

情相談の処理状況は以下のとおり。

（単位：件）

平成25年度 平成24年度（参考）

相談 ３ ２

苦情 ２ １

あっせん ２ ２

●相談

第二種業（自己募集その他の取引等）や個別正会員に係る事案での質問や意見。また、

個別正会員に係る事案については、当該正会員に取り次いだもの以外の事案。

●苦情

顧客が個別正会員の業務に関し、不満足の表明を行ったもののうち、当該正会員に取

り次いだもの。

●あっせん

苦情のうち、正会員と顧客の間では、解決に至らず、あっせん委員のあっせんにより

解決を図ろうとするもの。
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Ⅱ．総会、理事会、委員会等

１．総会

(１) 平成 25 年 4 月 26 日（金）、臨時正会員総会が開催され、以下の議案

について審議が行われ、審議の結果、承認可決された。

・正会員理事の辞任に伴う後任理事の選任について

（２） 平成 25 年 6 月 21 日（金）、定時正会員総会が開催され、以下の議案

について審議が行われ、審議の結果、全ての議案について承認可決され

た。

①平成 24年度決算報告書（案）及び事業報告書（案）について

②平成 25年度収支予算書（案）及び事業計画書（案）について

③役員の選任について

④役員の報酬について

(３) 平成 26 年 3 月 31 日（月）、臨時正会員総会が開催され、以下の議案

について審議が行われ、審議の結果、承認可決された。

・正会員理事の辞任に伴う後任理事の選任について

２．理事会

(１) 平成 25年 4月 5日（金）、書面理事会が実施され、以下の議案（①～

④）について審議が行われ、審議の結果、全ての議案について承認可決

された。

① 正会員理事の辞任に伴う後任理事の候補者の選出について

② 臨時正会員総会の開催について

③ 臨時正会員総会の書面による議決権行使について

④ 規律委員会委員の交代について
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(２) 平成 25年 5月 21 日（火）、理事会が開催され、以下の議案（①～⑥）

について審議が行われ、審議の結果、全ての議案について承認可決され

た。

①平成 24年度決算報告書（案）及び事業報告書（案）について

②平成 25年度収支予算書（案）及び事業計画書（案）について

③役員候補者（案）について

④定時正会員総会の開催について

⑤定時正会員総会の書面による議決権行使について

⑥正会員の増加に向けた取組みについて

(３) 平成 25年 7月 11 日（木）、理事会が開催され、以下の議案（①～④）

について審議が行われ、審議の結果、全ての議案について承認可決され

た。また、報告事項（⑤）について、報告が行われた。

①会長の選定について

②専務理事の選定について

③顧問の委嘱について

④政策委員会委員及び規律委員会委員の委嘱について

⑤金融審議会の模様について

(４) 平成 25年 7月 25 日（木）、書面理事会が実施され、以下の議案（①）

について審議が行われ、審議の結果、承認可決された。また、報告事項

（②及び③）について、報告が行われた。

①「平成 25年度研修基本計画」（案）について

②「投資型クラウド・ファンディングに関する検討会合」の設置につ

いて

③研修用テキストの作成について

(５) 平成 25年 11 月 28 日（木）、理事会が開催され、以下の議案（①～③）
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について審議が行われ、審議の結果、②を除いて承認可決された。なお、

②については、修正意見が出されたため、再度、事務局で検討を行うこ

ととなった。

また、報告事項（④～⑥）について、報告が行われた。

①平成 25年度上半期の事業概要等について

②正会員に対する処分の考え方について

③規律委員会副委員長の交代について

④金融審議会ＷＧにおける審議状況（投資型クラウド・ファンディン

グ）について

⑤正会員の増加に向けた取組みについて

⑥自己点検報告書制度の実施について

(６) 平成 25 年 12 月 3 日（火）、書面理事会が実施され、以下の議案につ

いては、前回の理事会での意見に基づいて修正を加えたうえ、再度、審

議が行われ、審議の結果、承認可決された。

・正会員に対する処分の考え方について

(７) 平成 26年 2月 12 日（水）、理事会が開催され、以下の議案（①～④）

について審議が行われ、審議の結果、全ての議案について承認可決され

た。また、報告事項（⑤及び⑥）について、報告が行われた。

①今後の本協会の業務運営について

②新規入会申請会社の入会承認について

③正会員の脱退の承認について

④平成 26年度収支予算書（案）及び事業計画書（案）について

⑤「投資型クラウドファンディングに関する検討会合」報告書について

⑥研修の実施状況及び今後の予定について

(８) 平成 26年 3月 7日（金）、書面理事会が実施され、以下の議案につい

て審議が行われ、審議の結果、全ての議案について承認可決された。
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①正会員理事の辞任に伴う後任理事の候補者の選出について

②臨時正会員総会の開催について

③臨時正会員総会の書面による議決権行使について

④政策委員会委員の交代について

⑤規律委員会委員の交代について

(９) 平成 26 年 3 月 25 日（火）、書面理事会が実施され、以下の議案につ

いて審議が行われ、審議の結果、全ての議案について承認可決された。

①新規入会申請会社の入会承認について

②正会員の脱退の承認について

３．政策委員会

(１) 平成 25 年 5 月 15 日（水）、政策委員会が開催され、以下の議案（①

～③）について審議が行われ、審議の結果、全ての議案について承認可

決された。また、報告事項（④～⑥）について、報告が行われた。

①平成 24年度決算報告書（案）及び事業報告書（案）について

②平成 25年度収支予算書（案）及び事業計画書（案）について

③正会員の増加に向けた取組みについて

④役員候補者（案）について

⑤定時正会員総会の開催について

⑥定時正会員総会の書面による議決権行使について

(２) 平成 25 年 7 月 23 日（火）、政策委員会が開催され、以下の議案（①

～③）について審議が行われ、審議の結果、全ての議案について承認可

決された。また、報告事項（④）について、報告が行われた。

①「投資型クラウド・ファンディングに関する検討会合」の設置につ

いて

②平成 25年度研修基本計画（案）について

③正会員の増加に向けた取組みについて
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④研修用テキストの作成について

（３）平成 25 年 11 月 22 日（金）、政策委員会が開催され、以下の議案（①

及び②）について審議が行われ、審議の結果、全ての議案について承認

可決された。また、報告事項（③及び④）について、報告が行われた。

①平成 25年度上半期の事業概要等について

②自己点検報告書制度の実施について

③金融審議会ＷＧにおける審議状況（投資型クラウド・ファンディン

グ）について

④正会員の増加に向けた取組みについて

(４) 平成 26年 2月 3日（月）、政策委員会が開催され、以下の議案（①～

③）について審議が行われ、審議の結果、全ての議案について承認可決

された。また、報告事項（④）について、報告が行われた。

①今後の本協会の業務運営について

②平成 26年度収支予算書（案）及び事業計画書（案）について

③「投資型クラウドファンディングに関する検討会合」報告書について

④研修の実施状況及び今後の予定について

４．規律委員会

(１) 平成 25 年 6 月 19 日（水）、規律委員会が開催され、以下の議案につ

いて審議が行われ、引き続き、検討を行うこととなった。

・過怠金の算出の考え方について

(２) 平成 25年 10 月 16 日（水）、規律委員会が開催され、以下の議案につ

いて審議が行われ、審議の結果、承認可決された。

・正会員に対する処分の考え方について
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５．自主規制規則に関する検討会合

・ 平成 25年 10 月 22 日（火）、自主規制規則に関する検討会合（第 13回）

が開催され、以下の議案について審議が行われた。

①平成 25年度「自己点検報告書」（案）の実施について

②「投資型クラウド・ファンディングに関する検討会合」の審議状況

について

（注）今年度、「研修制度に関する検討会合」は、開催されていない。

６．投資型クラウド・ファンディングに関する検討会合

(１) 平成 25 年 8 月 28 日（水）、標記の検討会合が開催され、以下の議案

について審議が行われた。

①これまでの経緯について（事務局説明）

②基調説明（投資型クラウドファンディングの課題と展望）

③今後の検討に向けた論点について

(２) 平成 25 年 9 月 18 日（水）、標記の検討会合が開催され、以下の議案

について審議が行われた。

①プレゼンテーション（3人）の実施及び意見交換

②金融審議会ＷＧにおける投資型クラウドファンディングに関する検

討について（その 1）

(３) 平成 25 年 10 月 2 日（水）、標記の検討会合が開催され、以下の議案

について審議が行われた。

①プレゼンテーション（2人）の実施及び意見交換

②金融審議会ＷＧにおける投資型クラウドファンディングに関する検
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討について（その 2）

③報告書の取りまとめの検討（その 1）

(４) 平成 25年 10 月 23 日（水）、標記の検討会合が開催され、以下の議案

について審議が行われた。

①プレゼンテーション（1人）の実施及び意見交換

②報告書の取りまとめの検討（その 2）

(５) 平成 26 年 1 月 28 日（火）、標記の検討会合が開催され、以下の議案

について審議が行われ、報告書が取りまとめられた。

・報告書の取りまとめ

Ⅲ．要望等

・ 平成 25年 9月 13 日付けで、内閣府「『規制改革ホットライン』集中受付」

における規制改革要望の募集について、正会員向けに案内を行った。正

会員からは意見要望が提出されなかった。

・ 平成 25 年 11 月 22 日付けで、「平成 25 年金融商品取引法等改正（1 年以

内施行）等に係る内閣府令案」等に対する意見募集について、正会員向

けに案内を行った。正会員からは 16件の意見要望が提出されたので、金

融庁に当該意見要望を申し入れた。

・ 平成 26年 2月 26 日付けで、「金融商品取引業者等向けの総合的な監督指

針」等及び「金融検査マニュアル」等の一部改正（案）に対する意見募

集について、正会員向けに案内を行った。正会員からは意見要望が提出

されなかった。
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Ⅳ．講演会等

１．非正会員に対する講演会

・ 平成 26 年 3 月 19 日（水） 関東財務局では、第二種金融商品取引業

者を対象として、午前と午後の 2 回、①第二種金融商品取引業者に対す

る監督行政の現状等、②証券取引等監視委員会における検査の現状等、

③第二種金融商品取引業協会の活動報告、について、説明会を行った。

本協会からは、協会業務の内容及び今後の取組み並びに入会案内につい

て、説明を行った。当日は、446 業者、625 名の参加があった。

２．正会員向けの研修について

（１）平成 25 年 7 月 22 日（月）、正会員の担当者向けに、「第二種金融商品

取引業者の行為規制及び利益相反取引の管理について」、実務研修を実施

した。当日は、22社、33 名の参加があった。

（２）平成 25 年 12 月 10日（火）、正会員の担当者向けに、「米国の外国口座

税務コンプライアンス法（FATCA）への対応ついて」、説明会を実施した。

当日は、21社、33 名の参加があった。

（３）平成 25 年 12 月 18日（水）、正会員の担当者向けに、「金融商品取引か

らの反社会的勢力排除実務について」、研修を実施した。当日は、19社、

27 名の参加があった。

（４）平成 26 年 3 月 26 日（水）、正会員の内部管理統括責任者向けに、「第

二種業内部管理統括責任者に求められる役割と内部管理態勢の整備につ

いて」、研修（義務研修）を実施した。当日は、8社、19 名の参加があっ

た。

（注）詳しくは、本協会ＨＰ（http://www.t2fifa.or.jp/event/index.html）

を御参照ください。
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Ⅴ.財務報告

平成 25年度（自平成 25年 4月 1日 至平成 26年 3 月 31日）における収支

状況は、事業活動収支差額△21,548,308 円、投資活動収支差額 176,400 円で、

当期収支差額は△21,371,908 円となり、次期繰越収支差額は△2,094,312 円と

なった。

【参考】

１．平成 25年度における予算執行状況の概要

予算額 決算額
執行率

（％）

事業活動収入 49,822,202 円 39,406,236 円 79.09

事業活動支出

事業費  36,400,000 円 28,458,511 円 78.18

管理費  34,800,000 円 32,496,033 円 93.38

事業活動収支差額 △21,377,798 円 △21,548,308 円 ―

２．各事業の予算執行状況（事業費の内訳）

予算額 決算額
執行率

（％）

調査・研究事業

（入 会 申請 審査 関係 等）

（自主規制規則の整備関係等）

（旅費、会議室等）

23,500,000 円

(1,500,000 円)

(12,930,000 円)

(9,070,000 円)

19,545,786 円

(479,955 円)

(13,475,898 円)

(5,589,933 円)

83.17

(31.99)

(104.22)

(61.63)

研修事業

（研修、講演会実施） 7,900,000 円 5,495,501 円 69.56

広報事業

（Ｈ Ｐ の 保 守 等）

（協会パンフレットの作成・講演会活動等）

（その他・PC リース料等）

5,000,000 円

(1,860,000 円)

(960,000 円)

(2,180,000 円)

3,417,224 円

(1,193,745 円)

(687,507 円)

(1,535,972 円)

68.34

(64.17)

(71.61)

(70.45)

合 計 36,400,000 円 28,458,511 円 78.18
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Ⅵ．資料

１．会員（正会員、賛助会員、後援会員）の状況（平成 25 年度末現在）

（１）正会員（33社）

正 会 員 名 役   名
正会員代表者又は

正会員代表者代理人

野 村 證 券 株 式 会 社 取 締 役 会 長 古 賀 信 行

大 和 証 券 株 式 会 社 代表取締役会長 鈴 木 茂 晴

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 代表取締役会長 相 亰 重 信

三菱ＵＦＪﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ証券株式会社 取 締 役 社 長 豊 泉 俊 郎

み ず ほ 証 券 株 式 会 社 取 締 役 社 長 本 山 博 史

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 頭取兼最高執行役員 國 部 毅

株 式 会 社 ジ ャ フ コ 代表取締役社長 豊 貴 伸 一

極 東 証 券 株 式 会 社 代表取締役会長 菊 池 廣 之

クレディ・スイス証券株式会社 代表取締役社長兼ＣＥＯ マーティン・キーブル

ゴールドマン･サックス証券株式会社 代表取締役社長 持 田 昌 典

ＪＰモルガン証券株式会社 代表取締役社長 李 家 輝

シティグループ証券株式会社 代表取締役社長兼ＣＥＯ ロドリゴ・ゾリラ

ド イ ツ 証 券 株 式 会 社 代表取締役社長 桑 原 良

東 海 東 京 証 券 株 式 会 社 代表取締役会長 石 田 建 昭

モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券株式会社 代表取締役社長 ジョナサン・キンドレッド

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 取 締 役 頭 取 林 信 秀

株式会社三菱東京 UFJ 銀行 頭 取 平 野 信 行

岡 藤 商 事 株 式 会 社 代表取締役社長 小 崎 隆 司

日 本 ユ ニ コ ム 株 式 会 社 代表取締役会長 二 家 勝 明

メリルリンチ日本証券株式会社 代表取締役社長 ティモシー・ラティモア

豊 商 事 株 式 会 社 代表取締役社長 石 黒 文 博

岡 安 商 事 株 式 会 社 代表取締役会長 岡 本 安 明

サン・キャピタル・マネジメント株式会社 代表取締役社長 前 田 利 和

BNP パリバ証券株式会社 代表取締役社長 フィリップ・アヴリル

大 和 企 業 投 資 株 式 会 社 代表取締役社長 上 田 照 章
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正 会 員 名 役   名
正会員代表者又は

正会員代表者代理人

日本フィナンシャルセキュリティーズ株式会社 代表取締役社長 大 口 博 信

ミュージックセキュリティーズ株式会社 代表取締役社長 小 松 真 実

株式会社ウィズ・パートナーズ 代表取締役社長 CEO 安 東 俊 夫

ストームハーバー証券株式会社 代表取締役社長 那 珂 通 雅

パインブリッジ・インベストメンツ株式会社 代表取締役社長 杉 浦 和 也

Ｕ Ｂ Ｓ 証 券 株 式 会 社 代表取締役社長 大 森 進

タッチストーン・キャピタル・マネージメント株式会社 代表取締役社長 賣 間 正 人

株 式 会 社 別 大 興 産 代 表 取 締 役 伊 勢 戸 英 世

（２）賛助会員（1社）

賛助会員名 役   名 会員代表者

平 和 不 動 産 株 式 会 社 代表取締役社長 岩 熊 博 之

（３）後援会員（7団体）

後援会員名 役   名 会員代表者

日 本 証 券 業 協 会 会 長 稲 野 和 利

一 般 社 団 法 人 日 本 投 資 顧 問 業 協 会 会 長 岩 間 陽 一 郎

一 般 社 団 法 人 投 資 信 託 協 会 会 長 白 川 真

一般社団法人金融先物取引業協会 会 長 國 部 毅

一 般 社 団 法 人 不 動 産 協 会 理 事 長 木 村 惠 司

一般社団法人不動産証券化協会 会 長 岩 沙 弘 道

一 般 社 団 法 人 不 動 産 流 通 経 営 協 会 理 事 長 袖 山 靖 雄
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２．役員の状況（平成 25 年度末現在）

会 長 稲野 和利 ( 日 本 証 券 業 協 会 会 長 ）非常勤

正会員理事 石黒 文博 ( 豊 商 事 代表取締役社長 ）非常勤

〃 藏原 文秋 ( 三 井 住 友 銀 行 常務執行役員 ) 非常勤

〃 古賀 信行 ( 野 村 證 券 取 締 役 会 長 ）非常勤

〃 鈴木 茂晴 ( 大 和 証 券 代表取締役会長 ）非常勤

〃 豊泉 俊郎 ( 三菱 UFJ モルガン・スタンレー証券 取締役社長兼最高経営責任者 ）非常勤

〃 フィリップ アブリル ( ＢＮＰパリバ証券 代表取締役社長 ）非常勤

〃 豊貴 伸一 ( ジ ャ フ コ 取締役社長 ）非常勤

公 益 理 事 岩原 紳作 ( 早稲田大 学大 学院 教 授 ）非常勤

専 務 理 事 若松 宗継 常勤

正会員監事 石田 建昭 ( 東 海 東 京 証 券
代 表 取 締 役 会 長

最高経営責任者
）非常勤

〃 本山 博史 ( み ず ほ 証 券 取 締 役 社 長 ）非常勤

（敬称略）

（注）年度末現在、渡邉英二氏（ＳＭＢＣ日興証券代表取締役副会長）の後任

について、選任手続き中である。
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３．正会員の異動の状況

（１）正会員の入会（1社）

平成 26年 2月 12 日 株式会社 別大興産

（２）正会員の脱退（2社）

平成 26年 3月  1 日 芝浦グループホールディングス株式会社

平成 26年 3月 31 日 日本ユニコム株式会社

（３）正会員の合併（1社）

平成 25年 7月  1 日

（合併会社） 株式会社みずほコーポレート銀行（注）

（被合併会社）株式会社みずほ銀行

（注）合併会社は、同日付で「株式会社みずほ銀行」に商号変更。

４．委員会名簿

（１）政策委員会名簿（平成 25年度末現在）

委 員 長 今野  優 ( 野 村 證 券 執 行 役 員 ）

副委員長 古賀  慎二 ( ジ ャ フ コ 管理部管理ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ ）

委 員 赤井 厚雄 ( ミュージックセキュリティーズ 取 締 役 ）

岩田 敬一郎 ( ゴールドマン・サックス証券 ヴァイス・プレジデント ）

多々良 孝之 ( 豊 商 事 常 務 取 締 役 ）

寺島  久史 ( 三 井 住 友 銀 行 投資銀行統括部上席部長代理 ）
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〃 東崎  賢治 ( 長島･大野･常松法律事務所 弁 護 士 ）

〃 中村  哲也 ( 三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券 コンプライアンス統括部長 ）

〃 平田 公一 ( 日 本 証 券 業 協 会 常 務 執 行 役 ）

藤田 満 ( 大 和 証 券 参 与 ）

〃 村上 英志 ( み ず ほ 証 券 ホｰﾙｾｰﾙ･ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部副部長 ）

〃 湯浅 広高 ( Ｓ Ｍ Ｂ Ｃ 日 興 証 券 経営企画部副部長 ）

（敬称略）

（２）規律委員会名簿（平成 25年度末現在）

委 員 長 本間 通義 ( 弁    護    士 ）

副委員長 長谷川 常雄 ( 大 和 企 業 投 資 専 務 取 締 役 ）

委 員 杉本 卓士 ( 岡 藤 商 事 取 締 役 ）

〃 田邨 弘樹 ( 野 村 證 券 経 営 役 ）

〃 西崎 龍司 ( 三 井 住 友 銀 行 投資銀行統括部長 ）

（敬称略）
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５．主な正会員向け通知について（参考）

年月日 通 知 件 名

平成 24 年 4 月 1 日 「少額投資非課税制度（日本版 ISA）」の「愛称」公募及

び周知のお願い

4 月 4 日 本年 3 月 13 日開催の「反社会的勢力排除の実務研修」の

動画配信について

4 月 24 日 「金融商品取引業者等に対する証券検査における主な指

摘事項」及び「最近の証券検査における指摘事項に係る留

意点」（平成 24 年度第４四半期分）の周知依頼について

4 月 25 日 「ふるさと投資プラットフォーム推進協議会とりまとめ」

の公表のお知らせについて

6 月 24 日 「利益相反管理の実務研修」の実施について

6 月 25 日 「米国の外国口座税務コンプライアンス法への対応につ

いて」の周知のお願いについて

7 月 5 日 「住民基本台帳カードにより外国人住民の本人確認を行

う際の留意事項等について」の周知方依頼について

7 月 18 日 「投資型クラウド・ファンディングに関する検討会合」へ

のメンバー参加の御案内について

7 月 29 日 米国の外国口座税務コンプライアンス法の実施の延期に

ついて

8 月 2 日 「第二種業営業責任者及び第二種業内部管理責任者 報

告書」の提出について

8 月 2 日 平成 25 年度研修基本計画について

8 月 2 日 平成 25 年 6 月 21 日付 FATF 声明を踏まえた犯罪による

収益の移転防止に関する法律の適正な履行等について

8 月 22 日 平成 25 年７月 22 日開催の「利益相反管理の実務研修」の

動画配信について

9 月 4 日 「金融商品取引業者等に対する証券検査における主な指

摘事項」及び「最近の証券検査における指摘事項に係る留

意点」（平成 25 年度第 1 四半期分）の周知依頼について

9 月 4 日 「第二種金融商品取引業 実務必携」の御送付について

9 月 13 日 内閣府「『規制改革ホットライン』集中受付」における規

制改革要望の募集について

9 月 20 日 OECD における多国間自動的情報交換に係る枠組みに関
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年月日 通 知 件 名

する議論の動向について

10 月 9 日 「疑わしい取引の届出」研修会資料の御送付について

10 月 17 日 「消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消費税の

転嫁を阻害する行為の是正等に関する特別措置法」に関す

るリーフレット及び事業者向けパンフレットの周知依頼

について

10 月 22 日 内閣府「『規制改革ホットライン』集中受付」における規

制改革要望の募集結果について

10 月 23 日 「金融庁業務支援統合システム」の稼動に関する周知依頼

等について

10 月 29 日 「自己点検報告書」制度に関する説明会の開催について

10 月 30 日 「金融商品取引業者等に対する証券検査における主な指

摘事項」及び「最近の証券検査における指摘事項に係る留

意点」（平成 25 年度第 2 四半期分）の周知依頼について

10 月 30 日 「反社会的勢力排除の実務研修」の実施について

11 月 14 日 「外国口座税務コンプライアンス法（FATCA）に関する

説明会」の開催について

11 月 22 日 平成 25 年度「自己点検報告書」による点検の実施につい

て

11 月 22 日 「平成 25 年金融商品取引法等改正（1 年以内施行）等に

係る内閣府令案」等に対する意見募集について

11 月 25 日 「外国口座税務コンプライアンス法（FATCA）に関する

説明会」の配付資料（案）の御送付及び御質問等の募集に

ついて

11 月 28 日 消費税率等の引上げに関する閣議決定への対応について

12 月 3 日 平成 25 年 10 月 18 日付 FATF 声明を踏まえた犯罪による

収益の移転防止に関する法律の適正な履行等について

12 月 11 日 正会員に対する処分の考え方について

12 月 20 日 平成 25 年金融商品取引法等改正（1 年以内施行）等に係

る内閣府令案等に関する意見提出について

12 月 24 日 「米国・外国口座税務コンプライアンス法に係る対応期間

の 6 ヶ月繰延等について」の周知のお願いについて

12 月 26 日 金融審議会「新規・成長企業へのリスクマネーの供給のあ

り方等に関するワーキング・グループ」報告書の公表のお
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年月日 通 知 件 名

知らせについて

平成 26年 1月 22日 平成 25 年 12 月 18 日開催の「反社会的勢力排除の実務研

修」に係る講義録等の御送付について

2 月 4 日 平成 25 年 12 月 10 日開催の「外国口座税務コンプライア

ンス法（FATCA）に関する説明会」に係る講義録等の御

送付について

2 月 12 日 「投資型クラウドファンディングに関する検討会合」報告

書の公表について

2 月 17 日 「金融商品取引業者等に対する証券検査における主な指

摘事項」及び「最近の証券検査における指摘事項に係る留

意点」（平成 25 年度第 3 四半期分）の周知依頼について

2 月 17 日 平成 25 年度「第二種業内部管理統括責任者研修」の実施

について

2 月 18 日 平成 25 年金融商品取引法等改正（1 年以内施行）等に係

る内閣府令案等に対するパブリックコメントの結果等の

公表について

2 月 26 日 「金融商品取引業者等向けの総合的な監督指針」等及び

「金融検査マニュアル」等の一部改正（案）に対する意見

募集について

2 月 27 日 「金融庁業務支援統合システム」の本稼働に向けての留意

事項等について

2 月 28 日 「金融商品取引業者等検査マニュアル」等の一部改正（案）

に対する意見募集について

3 月 17 日 「金融商品取引業者等向けの総合的な監督指針」及び「金

融商品取引業者等検査マニュアル」等の一部改正（案）に

対する意見募集の結果について

3 月 27 日 平成 26 年 2 月 14 日付 FATF 声明を踏まえた犯罪による

収益の移転防止に関する法律の適正な履行等について

以 上


